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1 北海道 安平町

安平町臨時職員の
任用期間延長による
子育て環境の充実
特区

北海道勇払郡
安平町の全域

　安平町では、多様化する子育て支援ニーズに対応
するため幼保連携型認定こども園や児童センターを併
設した複合施設を開設したが、一時預かり保育や休日
保育等、保育サービスの一層の拡充が求められてい
る。しかし、少子化の進行や若年労働力の町外への
流出が著しく需要が増加する保育士等の専門職の確
保は困難な状況にある。そこで、地方公務員の臨時的
任用期間の延長事業による人材の安定的な確保によ
り、安心して子どもを産み育てられる子育て環境の充
実や若年世代の定住促進を図るものである。

409
・地方公務員に係る
臨時的任用事業

2 秋田県 大館市
大館どぶろく地域活
性化特区

秋田県大館市
の全域

　大館市では多くの温泉施設を有しているものの、近
年観光客のニーズの多様化などにより来訪者が減少
している。こうした現状の中、誘客に向けた様々な施
策を展開しているものの成果が得られない状況にあ
る。そこで、本特例を活用し、酒類を自己の営業場（旅
館、ホテル等）において飲用に供する業を営む農業者
で、酒米を原料とした特定酒類を製造し提供すること
により地域の活性化を推進する。

707(708)
・特定農業者による
特定酒類の製造事
業

3 山形県 大蔵村
大蔵トマト　リキュー
ル特区

山形県最上郡
大蔵村の全域

　大蔵村は、夏秋トマトの栽培が盛んに行われてい
る。村でも、夏秋トマトの栽培振興に力を入れてきた結
果、「大蔵トマト」のブランドとして村の特産品に成長し
た。一方で、青果の生産量に比べ、加工品への取組
みが弱く、規格外の青果は産業廃棄物として処理して
いる。地域雇用の拡大という課題もあり加工業への取
り組みが急務となっている。そこで、本特例措置を活
用し、大蔵トマトのリキュールへの加工による事業機
会の拡大と、農家や加工業者の経営安定、地元特産
リキュールとして新たな魅力を発信していく。

709
・特産酒類の製造事
業

4 埼玉県 埼玉県
埼玉県サービス管理
責任者の資格要件
弾力化特区

埼玉県の全域

　本県では、障害者支援計画に基づき、地域で生活す
る障害者の支援体制の充実等に努めている。そのた
めには、障害者が必要なサービスを選択し、組み合わ
せて利用できるような環境が必要である。そこで、障害
者自立支援法に基づく障害福祉サービス事業所等を
増やしてきたが、事業所指定基準を満たせないケース
が増えている。よって、本特例を活用し、サービス管理
責任者の資格要件を緩和し、障害福祉サービス事業
所等をさらに増やすことで、障害者が様々な活動に
チャレンジでき、チャンスにあふれる社会づくりを推進
する。

938
・サービス管理責任
者の資格要件弾力
化事業

5 神奈川県 横浜市

よこはま若者サポー
トステーションにおけ
るハローワークイン
ターネットサービス求
人情報を利用した職
業紹介特区

横浜市の全域

　ハローワークインターネットサービスの求人情報検索
において事業所名等が非公開となっている事業者に
ついて、よこはま若者サポートステーションを運営する
ＮＰＯ法人が、利用者に職業紹介をすることを前提とし
てハローワークに事業者名等の問い合わせを行なう。
事業者が了承した場合は事業者名等がハローワーク
を通じて公開されるため、当該事業者に対して求人の
申し込みを依頼し、利用者に対して職業紹介を行な
う。このことにより、よこはま若者サポートステーション
の職業紹介サービスの利便性を高めることができる。

937
・ＮＰＯ法人による職
業紹介に対する支
援事業
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6 長野県 伊那市
まほらいな有害鳥獣
被害防止特区

伊那市の全域

　伊那市では、農業従事者の高齢化や後継者の減少
に直面しており、遊休荒廃農地が増大している。農地
の流動化や新たな担い手の確保などの各種対策を進
めているが、近年、農業を基幹産業とする中山間地を
中心に鳥獣による農産物被害が急増しており、生産意
欲を減退させ、耕作放棄地の増加につながっている。
そこで、本特例措置を活用し、狩猟免許保持者を中心
に農業従事者自らが有害被害対策を行うことで、生産
性の向上による農家所得の増加を図り、地域産業の
活性化を目指す。

1303

・有害鳥獣捕獲にお
ける狩猟免許を有し
ない従事者容認事
業

7 静岡県 静岡県
自動車輸送効率化
特区

静岡県の全域

　本県は、大手自動車メーカーの工場を中心に、部品
製造を行なう中小企業の高度な集積が形成された我
が国を代表する輸送用機器の工場地域である。しかし
ながら、国際競争が激しくなる一方で、産業の空洞化
が危惧されており、効率的な物流システムを構築し、
地域の競争力を高めることが喫緊の課題となってい
る。このため、本特例を活用することで積載効率の高
い21mフルトレーラを導入し、自動車輸送の効率化を
図り、輸送コストの削減、運行回数削減による交通量
やCO2の削減を実現し、自動車生産地の雇用確保ひ
いては地域における産業の活性化を図る。

1223
・長大フルトレーラ連
結車による輸送効率
化事業

8 愛知県 愛知県
あいち自動車輸送効
率化特区

名古屋市、豊橋
市、岡崎市、豊
川市、碧南市、
刈谷市、豊田
市、安城市、蒲
郡市、東海市、
大府市、知立
市、高浜市、豊
明市及び田原
市並びに愛知
県額田郡幸田
町の全域

　愛知県には、自動車生産工場が豊田市をはじめ複
数の市に立地しており、自動車産業の盛んな地域で
ある。しかしながら、近年、国際競争の激化により、産
業の空洞化が進んでおり、今後も、地域の主要な産業
として、発展し続けるためには、効率的な物流システ
ムを構築し、輸送コストを削減していくことが重要と
なっている。このため、本特例を活用することで、積載
効率の高い21mフルトレーラを導入し、輸送コストの削
減、交通量の削減、CO2の削減を図り、さらなる自動
車産業の発展を目指す。

1223
・長大フルトレーラ連
結車による輸送効率
化事業

9 大阪府 泉佐野市
すくすく・すこやか泉
佐野給食特区

泉佐野市の全
域

　本市の公立保育所は、建築年が昭和４０年代と古
く、調理室設備の老朽化と増加する保育需要により自
園調理の実施が困難な状況にある。一方保育所で
は、よりきめ細やかな保育サービスに対する取組み
と、親の子育ての負担を軽減するための施策を図る必
要がある為、公立保育所における給食の外部搬入の
実施により、安全衛生面、食育等に十分配慮しなが
ら、調理員の人件費の節減や給食材料の一元購入な
ど、経費面での節減が図られ、その財源を保育サービ
スの向上はもとより、子どもの健やかな成長のための
施策の充実に活用することが可能となる。

920
・公立保育所におけ
る給食の外部搬入
方式の容認事業

10 広島県 世羅町
備後国大田庄　果実
酒・どぶろく特区

広島県世羅郡
世羅町の全域

　古代から米どころで知られる世羅の質の良い米と、
多様な果樹でつくられたどぶろくや果実酒、リキュール
により、世羅に訪れる観光客等をもてなすことで、都市
との交流を図り、地域の活性化・経済的な波及効果を
生み出す。

707(708)
709

・特定農業者による
特定酒類の製造事
業
・特産酒類の製造事
業

11 山口県 田布施町
古代の歴史ロマン薫
る米どころ田布施ど
ぶろく特区

山口県熊毛郡
田布施町の全
域

　農業は古くから田布施町の基幹産業であり、「田布
施田どころ米どころ」とも言われてきたが、農業従事者
の高齢化や後継者不足等により衰退の傾向にある。
また、近年、町内で地産地消に取り組む動きが活発と
なり、農産物等の販売を通じて地域内や地域間の一
層の交流促進が望まれている。そこで、本特例を活用
し「どぶろく」の製造及び提供を行うことにより、米の需
要及び消費の拡大、新たな地場産業の創出、及び交
流の促進等、地域活性化への寄与を図る。

707(708)
・特定農業者による
特定酒類の製造事
業
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12 福岡県 福岡県
自動車輸送効率化
特区

北九州市、福岡
市、直方市、古
賀市、福津市及
び宮若市並び
に福岡県糟屋
郡新宮町、久山
町及び粕屋町、
鞍手郡鞍手町
並びに京都郡
苅田町の全域

　福岡県をはじめとする北部九州地域は自動車関連
産業の集積が進んでいる地域である。昨今、国際競
争が厳しさを増す中で、今後も同地域が発展していく
ために、自動車生産拠点としての優位性を高めること
が重要な課題となっている。このため、完成車輸送に
使用するフルトレーラ連結車に係る特殊車両通行許
可の長さの限度値を緩和し、積載効率の高い21mフル
トレーラを導入することにより、輸送コストの削減を可
能とすることで、自動車生産拠点としての優位性を高
める。これにより、自動車関連産業のさらなる集積と発
展を目指す。

1223
・長大フルトレーラ連
結車による輸送効率
化事業

13 鹿児島県 奄美市
奄美大島奄美市ノヤ
ギ特区

奄美市の区域
の一部（狩猟可
能区域）

　奄美大島では貴重な蛋白源・滋養強壮に効果があ
る食材として、家庭でヤギを飼育し、祝い事や集落行
事の際に食する文化が受け継がれているが、近年、
社会環境の変化等により飼育世帯数が減少し、ヤギ
が放棄されるようになった。その結果、飼育を放棄さ
れたヤギが野生化し、海岸部の崖地や森林部の野草
を根こそぎ食べ、土砂流出や植生破壊等を引き起こし
ている。当市でも有害鳥獣捕獲により駆除を行ってい
るが、生息数は減少していない。そこで、本特例を活
用することにより、ノヤギの駆除を推進し、生態系の保
全や植生の回復を図る。

1310
・ノヤギを狩猟鳥獣
とする特例事業

14 鹿児島県 大和村
奄美大島大和村ノヤ
ギ特区

鹿児島県大島
郡大和村の区
域の一部（狩猟
可能区域）

　奄美大島では貴重な蛋白源・滋養強壮に効果があ
る食材として、家庭でヤギを飼育し、祝い事や集落行
事の際に食する文化が受け継がれているが、近年、
社会環境の変化等により飼育世帯数が減少し、ヤギ
が放棄されるようになった。その結果、飼育を放棄さ
れたヤギが野生化し、海岸部の崖地や森林部の野草
を根こそぎ食べ、土砂流出や植生破壊等を引き起こし
ている。当村でも有害鳥獣捕獲により駆除を行ってい
るが、生息数は減少していない。そこで、本特例を活
用することにより、ノヤギの駆除を推進し、生態系の保
全や植生の回復を図る。

1310
・ノヤギを狩猟鳥獣
とする特例事業

15 鹿児島県 宇検村
奄美大島宇検村ノヤ
ギ特区

鹿児島県大島
郡宇検村の区
域の一部（狩猟
可能区域）

　奄美大島では貴重な蛋白源・滋養強壮に効果があ
る食材として、家庭でヤギを飼育し、祝い事や集落行
事の際に食する文化が受け継がれているが、近年、
社会環境の変化等により飼育世帯数が減少し、伝統
文化継承の懸念材料になっている。また、飼育を放棄
されたヤギが野生化し、海岸部の崖地や森林部の野
草を根こそぎ食べ、土砂流出や植生破壊等を引き起こ
している。そのため、当村でも有害鳥獣捕獲により駆
除を行っているが、生息数は減少していない。そこで、
本特例を活用することにより、ノヤギの駆除を推進し、
生態系の保全や植生の回復を図る。

1310
・ノヤギを狩猟鳥獣
とする特例事業

16 鹿児島県 瀬戸内町
奄美大島瀬戸内町ノ
ヤギ特区

鹿児島県大島
郡瀬戸内町の
区域の一部（狩
猟可能区域）

　奄美大島では貴重な蛋白源・滋養強壮に効果があ
る食材として、家庭でヤギを飼育し、祝い事や集落行
事の際に食する文化が受け継がれているが、近年、
社会環境の変化等により飼育世帯数が減少し、ヤギ
が放棄されるようになった。その結果、飼育を放棄さ
れたヤギが野生化し、海岸部の崖地や森林部の野草
を根こそぎ食べ、土砂流出や植生破壊等を引き起こし
ている。当町でも有害鳥獣捕獲により駆除を行ってい
るが、生息数は減少していない。そこで、本特例を活
用することにより、ノヤギの駆除を推進し、生態系の保
全や植生の回復を図る。

1310
・ノヤギを狩猟鳥獣
とする特例事業

17 鹿児島県 龍郷町
奄美大島龍郷町ノヤ
ギ特区

鹿児島県大島
郡龍郷町の区
域の一部（狩猟
可能区域）

　奄美大島では、貴重な蛋白源・滋養強壮に効果があ
る食材として、家庭でヤギを飼育、食する文化が受け
継がれてきた。しかし近年、飼育を放棄され野生化し
たヤギ（ノヤギ）が海岸部の崖地に生息し、一帯の野
草を根こそぎ食べることで、植生破壊や土砂流出等を
引き起こしている。ノヤギは有害鳥獣としての捕獲は
可能であるが、手続きの関係上速やかな駆除ができ
ない。ノヤギを狩猟鳥獣とみなし、狩猟期間の速やか
な捕獲を可能にすることで、世界自然遺産候補地であ
る奄美の希少動植物への食害を未然に防ぎ、また被
害箇所の植生回復を図る。

1310
・ノヤギを狩猟鳥獣
とする特例事業
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18 その他 岩手県、宮城県
いわて・みやぎ自動
車輸送特区

盛岡市、花巻市、
北上市、遠野市、
一関市、釜石市及
び奥州市並びに岩
手県紫波郡紫波町
及び矢巾町、胆沢
郡金ヶ崎町、西磐
井郡平泉町並びに
気仙郡住田町並び
に仙台市、多賀城
市、栗原市及び大
崎市並びに宮城県
宮城郡利府町並び
に黒川郡大和町、
富谷町及び大衡村
の全域

　岩手県南部地域及び宮城県北部地域は自動車関連
産業の集積が急速に進んでおり、この地域の自動車
生産拠点としての優位性を高め、さらなる自動車関連
産業の集積を図ることは地域経済の活性化に繋が
る。このため、長大フルトレーラ連結車による輸送効率
化事業により自動車生産工場からの陸上輸送ロットを
増大することで企業活動の効率化を可能とするもので
あり、輸送コストの削減や運行回数の低減のほか、
CO2の排出量の低減および交通渋滞の緩和等の効果
があり、当該地域における自動車関連産業のさらなる
集積が期待できる。

1223
・長大フルトレーラ連
結車による輸送効率
化事業
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